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ノー ト.ギ ルマ ンの利潤 率低 下 論
J.M.Gillman,TheFallingRateofProfit,1957.
に つ い て
藤 沢 正 也
Gillmanはアメ リカでは,マ ル クス 主 義 的 な 経 済 学 者 と 目 され,Sienceand
Society誌に 屡 々 面 白 い論文 を 寄 稿 し て い る。 彼 のAnEvalutionofJ.M,
Keynesとい うケインズ批判 論文 は,玉 井氏 に よ ってわが国 に も紹 介 され て い る。本
書 は これに次 ぎ1957年に ロン ドンで出版 された著 作で,マ ル クスの利潤 率低 下 の 法 則
を,ア メ リカ資本主義 に則 して実 証的に究明 した もので あ る。
だが本 書の問題 点は,理 論 的には 目新 しい もので はない。 マル クスは剰余 価 値 率(
搾 取率)を 一定 とす る と,資 本 の有機構成 の上 昇 は利 潤 率 の 傾向 的低 下 を招 くとい っ
て い るが,有 機構 成が上昇 す るの に,剰 余価値率 を一定不変 と仮定 す る ことは不合 理
で はないか。 もしそれ を一定 とすれば,生 産力 の発展 を誘致 す る=有機構 成の上昇 は,
実質賃銀 の向上 を意 味す る ことに な り,労 働者 階級 の貧困化 とい うマルキ シズ ム の 基
本法則 と も矛盾 し ないか。 この よ うな疑 問は,オ ー ス トリイマルキ ス トか らの み な ら
ず,J.RobinsonやP.Sweezy等か らも投 げか け られてい る。Gillmanはそれ らの
批判 を容 認し,特 にSweezyの 見解 に 同調 し なが ら,次 の よ うな テーゼを打 出して
い る。 す なわ ち有機構 成 を上 昇 させ るよ うな型 の資 本蓄積 は,剰 余価値 率 を引上 げ る
可能性が あ るが,最 大限利 潤の追求,そ のた めの極 大投 資 とい う個 別資本 の至上命 令
は,折 角 増産 され た剰 余価値の実 現 を無駄 に させ る。 この矛盾は 周期的経済 恐 慌 の形
を と って表面化 し,利 潤率 を引下げ る。 利 潤率は周 期的に鋭 く低落 す る ば か りでな
く,恒 久 的に も低下傾 向 をみせて い る。 それは剰 余価値 を実 現 す るための経 費が,特
に独 占段 階では恒 久 的に増 加せ ざるを得 ないか らで あ る と。
われわれは,本 書が 『資 本論』の言葉尻 を断片 的に とらえて,混 乱 にお ちい ってい
る節 のあ るこ とを認 め るが,利 潤 率低下の法則 を,彼 の身近 な アメ リカ資本主義 を姐
上 に精緻 に立証 し よ うとしてい ること,し か もその よ うな実証分析 か ら,現 代資本主
義 の重要 な特徴,す なわ ち独 占段 階では無駄使 いの経 済(consumptioneonomy)と,
一般 的な危機に移行 す るとい う必 然性 を導 き出して い る点 に ,少 な か らぬ 興 味 を惹
か れ る。
・本書 は1.利 潤 率低 下の理論 的意義,2.こ の法則 の体 系,3.こ の法則の 問題点,
4.5.この法則 の統計 的検 証,6.算 定 方式 を修正 す る必要,7.剰 余 価値 と不生 産的
支 出,8.こ の法 則の運 動,9.周 期的経済恐慌 の激 化,10.大衆 の慢 世的貧困化,以
上 の10章か ら構成 されてい るが,わ れ われは こSで は利潤 率低下の 問題 にしぼ って,彼
の 実証分 析 の成果 を紹 介 して みたい。
一120-一 商 学 討 究 第11巻 第2号
1
マルクスは資本論の第3篇 において,利潤率の低下傾 向を問題 とした際に,搾
取率をコソスタソ トとす る有機構成の上昇が利潤率の低下 を招 くとい う自明な
理論が,実 際には 『反対に作用す る諸原因』に よって打ち消され る可能性のあ
ることを指摘 していた。すなわち,生 産技術の進歩は労働を強化させた り,前
貸資本の諸要素を低廉化 し,そ して特に相対的剰余価値を増加させ る。剰余価
値率の引上げが有機構成の上昇を上回るな らぽ,利 潤率の低下はみ られない。
この ように剰余価値率が有機構成の変動に応 じて伸縮す る可変要因であるとす
れば,Sw㏄zyが述べているように,『 利潤率の変動す る方向は不確定なもの
にな る。』現代では,労 働生産力の増大が特に不変資本の価格を引下げ る効果
は,マ ルクスの時代 とは異 って,『 特殊事情』ではな く,工業生産の 『原則』
とな っている。そ うだ とすれば利潤率の低下は,傾 向的な法則 としても,実 際
問題 としては十分の説得力をもてな くなるのではなかろ うか。すべて法則は,
諸事実に則 した結論を引出し得る限 りしか効力をもてない。マル クスの時代に
は,こ の法則を立証す る資料に乏 しかったが,今 日では豊富な事実が蓄積され
ている。Gillmanはこのような問題意識か ら,ア メ リカ資本主義の発展に則 し
て,こ の法則の再検討に とりか 玉る。
皿
Gillmanはア メ リカ合衆国におけ る資本 の有機構成,剰 余価値率,利 潤率三
老の セキユラー 。トレソ ドを把握 す るため,工 業 セ ソサス(U.S.Censusof
Manufactures)を利 用 してい る。 しか しこのセンサ スでは,固 定資本 の現在高
や償 却費が分 らない。そ こで彼 は一応 固定 資本の償却費 を別 として,各 工場 に
おけ る年間の原材料,燃 料動 力の使 用額 をCと し,賃 銀支払額 をVと じ,
出荷額か らこれ らを控 除 した ものをSと して,問 題の比 率を検 出 してい る。
この よ うな支 出額 を基礎 とした算定方式(flowbasis)による結果は,第1表
の通 りであ る。
ギルマンの利潤率低下論について(藤 沢) 一121一
第1表 フ ロー ・ベーシ スに よる利潤率
(不変資本中の原価償却費を除 く)
年 次
1849
59
69
79
89
1904
09
14
ユ9
?
?
?
?
?
??
?
?
??
?
?
?」
??
?
?
?
?
?
?」
?
?
》
?
》
有機構成 ÷ 剰余価値率S S利潤率 C十V
2.3
2.7
3.2(2.9)
3.6
2.7
96
125
125(ユ20)
108
123
29
34
30(31)
24
33
3.4
3.7
(3.6)
3.7
5.8
147
155
(148)
148
ユ47
34
33
(33)
32
31
3.3
3.3
3.5(3.4)
3.4
3.4
132
142
157(155)
161
181
31
33
35(35)
37
41
3.2
3.4
3.6
3.5
3.5
(3.4)
178
184
ユ54(167)
149
172
43
42
33(38)
33
38
(原本p.37よ り)
なお彼は1919～39年間については,税 務統計を基礎に,固 定資本の償却費を
ふ くめた不変資本を算定 して,諸 比率を求めている。原表は年次別に算出され
ているが,こ れを大恐慌前後に分けて夫々の平均値を求め ると,
一122-一一 商 学 討 究 第11巻 第2号
有機構成 剰余価値率 利潤率
1921～29年3.613830
1931～39年3.714531
の通 り,第1表 に比 して当然有機構成 は高 目,そ の他の比 率は低 目とな る。 こ
の よ うに償却費を無視 した有機構成や利潤率 の趨勢 を論ず ることには無理があ
るが,彼 は一応 第1表 か う次 の よ うな結論 を引 出 して い る。
有機構成 は前世紀 を通 じて一貫 して上昇 し,'マル クスの仮設を裏付け てい る
が,今 世紀に入 る と上昇率は鈍化 し,第 一次大戦後は殆 ど停 滞 してい る。剰余
価値率 は前世紀を通 じて略 々不変 であ ったが,今 世紀にはか な り急激 に伸 びて
い る。 したが って利潤率,は マル クスの推論 を裏切 って低下傾 向を示 していな
いo
第 皿表 ス トツク ・ベーシ スに よる利潤率
1880
90
1900
12
ユ9
1920
21
22
23
24
25
26
27
28
29
有機構成 剰余価値率 利 潤 率
1.5
L9
2.6(2.7)'
3。2
4.3
102
114
132(122)
137
125
69
60
50(50.O)
42
29
4.3
5.6
4.7
4.2
4.4
(4.5)
4.3
4.4
4.4
4.5
4.4
103
121
(132)
136
139
159
18
29
(29.4)
32
32
36
ギルマンの利潤率低下論について(藤 沢) 一123一
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
5.1
5.9
7.3
6.7
5.4
(5.3)
4.7
4.3
4.0
4.9
4.3
147
150
(142)
130
130
151
25
22
28
33
35
(28.6)
4.0
3.4
2.7
2.2
2.1
2.5
3。3(3.2)
3.3
3.5
3.8
3.6
3.5
3.6
一(ユ33)
129
129
ユ41
133
132
・・…(37
.6)
39
?
?
?
〔?
?
??
?
?
??
(原本pp.55～6よ り)
だが実際には,資 本の集積や集中にともな う在庫品の増 加 や 固定 資 本 の膨
脹,そ れ ら現物資本の回転期間の延長は,企 業家が慣習的に投資決定の基準 と
す る利潤率に重大な影響を与えてはいないか。 この意味における利潤率 を算定
す るためには,投 下資本の残高を基礎 とす る算定方式(stockbasis)によらな
けれぽな らない。こうしてGillmanは上記のような第 五表 を作成 している。
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この表 には,工 業 センサ スのほかにB.1.Rの 所 得統計,B.L.S.の 労
働統計等が用い られ ていて,第1表 とは基礎 資料 を異に してい る。 また利潤率
計算 の分母(総 投下 資本)に は,可 変 資 本 が ふ くまれ て い な い 。 これ は
Gillmanによると,可 変 資本の回転は速 い(週 給 も しくは旬払)か ら,投 下 資
本残高 としては ネグ リジブルだ との理 由に よる。第II表に よると,有 機構成は
緩 慢な上昇曲線 を画 いてい るが,剰 余価値率 は極 めて弾 力的 なた め,利 潤率は
必 しも低下 していない。30年代 におけ る利潤率 の低下 は,有 機構成 との関連に
よる とい うよ りは,経 済不況(depression)の影 響に よるものであ ると彼 はみ
てい るQ以 上何れ の算式 に よるにせ よ,第 一・次大戦 までは剰余価値率 を一定 と
す る有機構成 の上昇は,利 潤率 の低下 とな って現われ ていたが,大 戦後には こ
の関係 は乱れてい る。 したが って彼 に よると,マ ル クスの利 潤 率 低 下 の 法 則
は,資 本主義が十 分に発 達 して機 械化 された段階 には,そ の ま エではあては ま
らな くな ってい る。 「これ は工場制手工業か ら機械工業への 資 本 主 義 の 転 換
が,小 規模 の競争生産の状態か ら大 規模 の独 占生産 の状態 に転換 した こ とを意
味す るた めであ る とい って よい。 この よ うに新 しい諸条件が支配的にな ると,
マル クスのい った反対 に作 用 す る諸 事 情が,新 な質的強 度(newquali‡ative
intensity)をおび る。」(原本P.60)資 本主義 は技 術革新や 経営管理 の改善 に
よって,往 年の よ うに不変 資本 の追加投 資を強化 しな くとも,剰 余価値率 を引
上げ ることができ るよ うになった。では この法則 は,現 代で は根底 か ら揚棄 さ
れて しま った と断言で きるだ ろ うか 。 これ に対す るGillmanの解答 は こ うで
あ る。すなわち マル クスの法則は,独 占資本主義 の諸 条件 の も とに効力を失 っ
て しまった とい うよ りは,「 この法則 の作 用を立 証す るために,わ れわれ に よ
って用い られ ていた従来 の方式(formula)が,新情 勢の も とでは妥当 しな い
とい う見解 を と りたい。……た とえば投下 資本 を追加す ることな しに附加的剰
余価値が生産 され る可能性が 生 じた 玉めに,剰 余価値実現 の主要形式,そ の資
本へ の転換の主要形式が傷 つけ られ るに至 って い る。 この場合 資本主義体制 が
運 動 し続 け るためには,剰 余価値実現 の新 しい形式が見 出され な け れ ば な ら
ない し,法 則 を算定す る方式 として も,そ うした新 しい形式 が考慮 されなけれ
ばな らない。」(原文p.61)
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こうしてGillmanは,次の三つの根拠か ら,こ の法則を再編成する必 要 を
説いている。
1.独 占資本の制度,お よび余剰価値の生産 と実現の独占形式の成熟
アメリカの帝国主義は,前 世紀末キ ューバやフイ リッピンに対する軍事 占領
の形で出発 したが,そ の後広汎な国内市場や資源に恵まれて,対 外的には門戸
開放主義や高率関税政策をとった。このような政策の主体は,前世紀末の恐慌 に
刺戟 されて結成された トラス トおよび持株会社組織の独占資本である。だが斯
る組織は,第 一次大戦後 『マネイ トラス ト狩』の対象とされた エめに,独 占資
本の支配は別種の巧妙な制度に置替え られた。何れ にせ よ 「独占資本は競争を
排除し,生 産技術を発展させ ることによって収益性の改善に努めている。……
彼等は市場 を支配す ることによって,何 時でも,ま た特に恐慌 のおそれある場
合は,価 格引下げの不安を軽減 し,それに生産を支配することに よって,価格維
持のため生産制限を行 う。」(原文p.99)彼等は不断に生産技術や経営管理を
改善 し,そ うした低 コス トの商品を市場に供給 しているが,し か も旧式な高 コ
の
ス トの設備 を温存 し,後 者 に よって市場価格の調節を図 ってい る。労働生産性
上昇 の果実は,こ の よ うに してオ リゴポ リイの独 占利潤 として 吸収 され る。 ア
メ リカの巨大企業(giants)は,第一次大戦前に成 立 し,戦 時お よび戦後の相
対的安定期 を通 じて今 日の大をな した。金融業 を除 く200の大会社は,1909年
には全 会社 資産の33%を占めて い た が,1929年には 約50%,1933年には57%
を 占めた。 また1947年には全工業会社 の僅か0.5%弱 の大会社が,全 会社正味
資産 の46%を掌握 して い る。 この よ うな巨大企業 は,も ともと ヲールス トリー
トの金融的庇護の も とに成長 した ものであ るが,「 巨大工場 が 自己の もの とな
るや,『 マネイ トラス ト』に結びつ いていた膀 の尾 をたち切 ってい る。彼等は
いぜ ん として重役交換制 度に よ り,後 者か ら養分 を吸収 してはい るが,減 価償
却積立金や未処分利益金か ら益 々多 くの 自己 金 融 を 行 っ て い る。 この条件 も
第一次大戦後に成熟 した ものであ って,金 利が低下 し,工 業会社の長期債が償
還 され るにつれて,産 業利潤が増 大 した ことを意味 した。」(原文P.74)
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2.技 術革新 と科学的管理方法の改善
第一次大戦後のアメリカ産業の特色は,部 品や製品,生 産行程の規格を統一
し,工場や労働の生産効率 を改善 し,副 産物を利用 して全 国 的 に 生産 の 無駄
を省いた ことである。 「これはすべてCの 価値を引下げ,C単 位当 りの労働
利 用を増進 させ,金 におけ るvの 腫 をたかめ,か くて資本の磯 構 成の
上 昇 を阻止す る傾 向が あ った 。」(原文P.75)斯 る合理 化の主要 な契機は,電
力に よる蒸気 力の代置であ って,そ れ は大規模 な計測操業(instrumentation)
を可能 な らしめた。 コソ トローラー,イ ンデ イケー ター,レ コーダー等の要 素
か らな る計測装置は,そ れ らを具備 した独 占企業 に産 出高の フレキシ ブルな調
整能力を補償 した。
オ ー トメーシ 。ン・は機械の消耗 をふせ ぎ,そ の耐 久力を強 化 しなが らも,生
産 のス ピードア ップを促進 した。た とえば フ ォードの乗用車一台 当 りの生産期
間は1920年の21日か ら31年の14日に,そ して最近で は50時間 に 短 縮 され て い
る。 また生産の合理化 は,産 出高単位当 り固定 資本 のみな らず,原 材料や燃料
動 力等流動 資本の節約 を ともな ってい る。鋼塊 の産出高 は1947年か ら54年の間
に4%増 加 したが,鉱石 は4%,石 炭13%,石 灰 は6%,ス クラ ップは9%も 節
約 された 。火力発電1Kw当 りに必要な石 炭は,1902年の6.5ポγ ドか ら30年
の1.5ポソ ドに低下 した。新技 術導 入に よる原材料品質の改善 は,治 金工業や
繊 維工業 に著 しい 。
以上 の よ うに技 術革 新は,資 本節 約的な効果(capitalsavingeffect)を発揮
しなが ら,産 出高単位当の必要労働 日を も大 巾に短縮(1aboursavingeffect)
してい る。工業 の労働 生産性は,1909～19年間に5倍,1919～29年間に10倍も
上昇 した 。 したが って アメ リカでは,生産 の合理化に も拘 らず,資本 の有機 的構
成は比較 的 に停滞 しいい る。だが 物財資本の効率が 上昇 した ことは,労 働 の搾
取率が強 化 され る結果 とな った。第1,II表 におけ る両 大戦間の剰余価値率 の
上昇 は,この ことを立証 してい る。 「要 す るに第 一次大戦後 は,不変 資本の性格
に質的 な変 化がお こった。それ は従来 の量 的表現では 隠蔽 され て い た の で あ
る。高価 な工業 用の機械が比較 的安価 な装置 に よって大 いに置換 え られた こと
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や,原 材料の消費が大巾に節約されたことは,不 変資本の量的な膨脹を価値的
にも素材的に も緩慢な らしめた。……けれ ども工業装置の整備は,不 変資本の
質的機能,す なわち剰余価値造出の基盤 として奉仕す る機能を緩慢ならしめな
か った。」(原文P.80)賃銀の上昇は,労 働生産性のそれか ら遙かに立遅れ て
いる。1919年後有機構成の上昇な くして,剰 余価値率が増進 した秘密はこxに
あ る。とはいえこの関係は,他 の条件を一定 とす ると,利 潤率上昇の可能性を
制約す るに至 る。すなわち新技術体系は,原 材料を節約 し,固 定資本の耐用期
間を延長す ることによって,長 期的には投下資本お よび投資市場を縮小 させ る
傾向があ る。工業化が有機構成の上昇をともなっていた時代には,それが資本財
お よび投資の大きな捌 口になった。 「しか し今や事情は一変 して,資 本財需要
の弱点が強 くあ らわれている。新技術は新 しい市場問題を惹起 し,潜在的な産
出高を どのよ うに処理 した らよいか とい う問題を深刻な ものにしている。」(原
文P.81)
3.経 営管理費すなわち剰余価値実現の諸経費が増加 したこと
前述のよ うにGillmanの検出した剰余価値(S)は,工 業セ ソサ ス の 出荷
額,も しくは所得統計の附加価値か ら,賃銀部分その他を控除 したものである
が,金 利,地 代,公 租公課はもちろん,企 業主体の負担 とな る流通費をふ くん
でい る。 ところで彼によると,マ ルクスの時代には 『資本家』はなおす ぐれて
『企業家』であ ったばか りでな く,『経営の管理者』でもあ った。 したが って表
式上のSは,金 利や地代は別 として,お よそ産業資本家に利潤 として 帰 属す
る傾 向があった。「しかるに現代のよ うに工業の集積,集中が高度化 し複雑化 し
て くると,資本家は最早唯一の主要な経営者ではあ り得な くなる。マル クスの
規定 した個人資本家は,実 際にはかな り消滅 して,集 団資本家たる会社が登場
す る。今や 「資本家』は管理人を使用 していて,以 前は支払利息や地代は別と
してすべて占有 していた余剰価値を,多 数の管理者に分与 している。したが っ
てもはやSはPと 等 しくはない。今やそれ(P)はSか ら新 しい業 務 の経
費や,大 いに膨脹 した管理費を差引いたものに等 しい。」(原文PP.82～3)販
売,広 告等の流通費や管理費は,過 去数十年来,資 本家の剰余価値に喰いこみ
始めた。これ らは他社か ら顧客を奪取 し,か つ会社によって消費者か ら一弗で
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も余計に奪取 しようとす る独占競争の コス トである。斯 る諸経費は,過 速度老
朽化の原理(principleofacceleratedobsolescence)によって規制 され,特 に
耐久財の道徳的磨滅を促進する。さらに こうした諸経費は資本主義の高度化に
ともない,総 販売価格の一部 として増加せ ざるを得ない。 「資本の個人的蓄積
が生産を規制 しているような経済では,生 産はきまって消費者市場 の消化力を
超過する傾向がある。資本主義の成長は,後 述のようにそれが窮極の消費者市
場の能力を制限する傾向がある限 りは,資 本の継続的蓄積の可能性を次第に枯
渇させることを意味する。このような状態のもとにおいては,売 上 高 を 増 や
し,生 産物 の処 分 を容易な らしめる対策費を支出す ることに不断の努力が集
中されねばな らない。」(原文p.83)斯る諸経費は剰余価値を生産するた め で
はな く,それを実現す るためのコス トである。それ らは,工 場の門外に支払わ
れ る流通費 としての不生産的な支出(unproductiveexpenditure)であ る。実
業家は,過 数十年来流通費や公租諸負担が増加 した Σめ,投 資に対 して 『適正
な利潤』が得 られな くな った とこぼ している。 「経済全体 としても,こ のよう
な 『不生産的諸支出』の増加は,生 産された剰余価値を蚕食 し,実 現された純
余剰価値率を減退 させ るよ うにはた らきかけ る傾向があ る。資本家の経営決意
を規制 し,資 本家的発展の諸傾向を決定す るものは,ま さにこの純益である。
利潤率低下法則の効果を1919年以降について立証するためには,こ れ を測定す
る工夫を加えなければな らない。われわれが さきに用いた方式では,と ても斯
る純収益を表示す ることはで きない。」(原文p.85)
?
マル クスにおいては,剰 余価値の生産は資本家的生産行程 の第 一 局 面 と し
て,そ の実現は第二局面として統一的に処理されている。 この方法は独占資本
主義の段階で も適用されねぽな らぬが,慨 念の明確を期するためには,当 面の
問 題 た る第 二 局 面 を 立 入 っ・て 分 析 す る必 要 が あ る。 生産 を 実 現 と
区 別 す る こ と は,生 産 的 支 出(生 産 的 労 働)を 不生産的支出(不 生産
的労働)と 区別す ること二密切 な関連がある。前述の ように,資 本主義的生産
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労働 とは他人のための効用(販 売のための商品)を 生産 し,使 用者側に収益(
剰余価値)を もた らす労働であ る。商業労働は剰余価値を実現 し,体制の運動
を維持す るためには不可欠のサービスであ るが,直 接には有価物を生産 しない
ばか りでな く,剰余価値か らの控除を意味す る。この意味におけ る不生産的な
経費をUと すれば,S-Uが 産業資本家にとって正味の剰余価値であ り,彼
等の利潤率(純 益率)は,フ ー ベ ーシ スではで 轟 恥 一,ス トツ ク ベ ー シ
S--U
U一 と な る 。 こ う してGillmanの 命 題 に よ る。と ・ 「独 占 以 前 の 資ス で は 一
本主義,お よび有機構成が上昇 していた段階には,C経 費は比較的 に些 細 な
要素であって,法則の基灘 ÷ 〉÷ におかれていた・しかる噺 技術をと'
りいれ・不生齢 支出をふやしている独占資本議 の鵬 ではド 号 は比灘
に安定 していて,法則の基蹴 辛 〉暑 におかれ ている.」(原文P.9・)彼
は この係数 を表 出す るにあた って,若 干の注 目すべ き予備 的事実 を指摘 してい
る。た とえぽ広告費は1867年には5千 万 弗,1900年には15億弗強,1919年には
23億弗,1929年には35億弗,1955年には90億弗に膨脹 してい ると推定 してい る。
また配給業務 の従業者 の工業関係有職者数 に対す る創合 は,1870～80年代の12
～3%か ら1930年代 の27%に上昇 して る。1910～40年間に総労働者数 は40%増
加 したが,事 務関係の職 員は234%,簿 記,会 計,出 納 関係の職員は189%oも
増 加 した。 また全米工業会社の生産労働 者に支払われた賃 銀に対す るホ ワイ ト
・カ ラーに支払われ た俸給 の割合は,1899～1914年平均 の26.2%,1919～28年
平均の30.7%,1929～38年平均 の39.6%と増加 してい る。 これ ら配給及 び,事務
関係の ホ ワイ ト・カ ラーすべ て を不生産的労働者 とみ なす ことはで きないが,ア
メ リカ独 占資本主義 の成熟 に ともな って,流 通関 係のサ ービ スに益 々多数 の人
手が 動員 され てい ることは 明 らかであ る。彼 は以上の事 実 を念頭 において,U
経費 を次 の如 く算 出 して い る。すなわち前述のSか ら,税 務当局の推計 した
工業 会社 の利益金,お よび金利 と地代を控 除 した もの として。彼 の計算 に よる
と,不 生産的経費 の剰余価値 に対す る比 重は,第III第IV表の通 りであ る。
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第1表 不 生 産 的 経 費 の 比 重
1.総剰余 価値
`
2.工業 会社税 込利益金
3.支払 利息及び地 代
4.不生産 的経 費 〔1-一(2十3)〕
5.純余剰 価値(1--4)
6.可変資 本
瑚 余剰価解(÷ ×…)
1919年
12,956
5,566
855
6,535
6,421
9,614
67
8.投 下 資 本(ス ト ツ ク ・べ ■一…シ ス)41,566
9・純利潤率(÷ ×1・)
・・渕 余価骸 現の顯 率(÷)
U呵 変費本の顯 率(÷)
15.4
50
68
(単位 百 万 弗)
1929年1939年
17,77413,776
4,9903,634
969652
11,8159,940
5,9594,286
10,8359,253
5546
47,54038,750
12。511.1
6069
1Q9103
?
?
?
?
??
?」
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
??
?
?
??
?
?
??
【?
【?
??
??????????????????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
↓
???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
??
?
?
?
??
?
??
?
68
70
104
72
77
86(90.5)
93
88
100
106
109
50
63
90
58
60
66(66.7)
65
63
69
67
66
67
41
11
52
51
45(45.3)
49
52
44
53
55
15.4
9.2
2.0
10.6
ユ2.2
10.2(IO.2)
11.4
11.8
10.0
11.9
ユ2.5
12.C
8.0
2.1
9.8
9.8
8.3(8.6)
8.8
9.4
8.0
9.3
9.6
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?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
13ユ82
15695
159UO
l3185
10677
(118.9)(80.1)
9469
9966
9067
"12081
10369
??
?
?
5.7
1.3
233.4
325.8
(30.2)(6.5)
428.9
5111.9
4311.0
295.9
4611.1
4.9
1.2
3.8
5.6
(5.2)・
7.2
8.6
7.9
4.7
8.2
表記の如 く,U経 費の可変資本お よび剰余価値に対す る比率は年 々増加の一途
を辿 り,産業資本の純収益を圧迫している。統計資料の関係で,こ の純利潤率
(純益率)を独占以前の段階 と比較す ることはできないが,前述のように商業労
働 の比重が増加しているとの事実認識か らすれば,U経 費は絶対的に も相対的
にも増崇 しているもの と推察され る。但 し会社の税込利益金が過小評価されて
い るとすれば,U経費は過大に表出され ることにな るが,そのU経費には相当額
の生産的サーヴイス料がふ くまれてい るとみれぽ,両 者は相殺され る。何れに
せ よ両大戦間においては,年 次的に トレソドとして不生産的経費が逓増 してい
ることは疑いの余地がない。彼によると,このようなU経 費を控除 した純利潤
率(A)は 「従来のマルキス トが算定 した利潤率 よりはビジネスの収益をより
現実的に反映す る」(原文p.97)とい う。なお このU経 費を,支 出された資
本 として,可 変資本や不変費本に追加し,フ 胃一ベーシスで純余剰価値に対す
る比率を求めると,第IV表の純利潤率(B)の 如 く,そ の低下傾向は一層明ら
か となる。また企業採算 としては,租 税負担も関心事であ る。工業会社の法人
税(連 邦所得税,超 過所得税,同 州附加税)は,1929年の635百万弗か ら,39
年の755百万弗,49年の5,810百万弔に増加している。会社の附 加価 値 か ら賃
銀,俸 給および償却費を差引いた もの(利 益金)に 対す る上 記 法人 税 の割 合
は,'1929年の5.2%から39年の8.2%,49年の22.7%と増加 してい る。前世紀
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には,こ のような租税負担はネグ リジブルであ った とい う。 ところでGillman
によれば,租 税負 担の増大 は,内 外 に 独 占資 本 の 有 利 な投 資 の雰 囲気(
favonrableclimateforprofitablebusinessinvestment)を醸成す るための政策
費り増加を意味す る。 「政府支出の増大は,主 として増税に よって賄われなけ
ればならない。そ して税金は広告費や販売対策費 と同様に不生産的な経費であ
る。事実,税 金は資本家的世界市場 を拡張 し,防 衛す ることを目的 として用い
られ る限 り,一種の販売対策費であ る。」(原文pp.103～4)
Gillmanは以上のような現実分析の結果,利 潤率低下法則は次のようにダイ
ナ ミックに解釈 されなければな らない と結んでいる。すなわち剰余価値率を一
定 とする有機構成の上昇 とい うマルクスの仮定は,前 世紀には真実性をもって
いたが,独 占資本主義の現段階では,剰 余価値の生産 と実現の方式が質的に転
換 された 玉めに,事 実に則 さな くなった。利潤率低下法則を現代的に吟味す る
ためには,算 定方式を修正(modificationoftheformula)して,相 反す る
諸力の相互作用を十分に反映させなければな らない。有機構成の上昇は,事 後
的に労働の生産性を引上げ る。それは また物的産出能力,お よび資本家的採算
か ら特に重要な剰余価値の生産能力を増進させ る。だが この能力 と現実は同一
物
ではない。有機構成の上昇は,労 働の生産性や物的産出能力を増加させ るば
か りでな く,資本蓄積 とは不釣合に雇用水準を停滞 させ,失 業者を増加させ る
作用があ る。 したがってそれは産出能力の増進に比 して消費者市場能力の増進
を鈍 らす傾 向がある。 「斯る能力の矛盾は,遅 かれ早かれ市場におけ る余剰価
値実現の困難を強化す るものとして現われ る。独占以前の段階においては,こ
うした実現難に対す る特徴的な反応は,価 格の引下げであ った。しか るに独占
段階の特徴的な反応は,価 格維持 と販売諸経費の増嵩 となっている。何れ も利
潤率の低落を招 く。独占以前には,物 価の引下げが有機構成の上昇によって招
来されるべ き÷ の引上げを阻止した・独占階脚 よヂs課 が 実現 の騰
を克 服 しようとす る努力を反映す る数値 であ る。」(原文P.109)つま り独 占段
階臨 ける÷ の停滞はド 呈 の聴 こよつて置換えら漁 ければならない・
独占以前に有機構成の上昇によって実現されていた剰余価値は,今 や不生産的
に支出される以外行方を失っている。その不生産的支出は,消 費 者信 用や 公
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債,お よび株式 や社債等の擬i制資本 の造 出に よって促進 されてい る。
V
利潤率は周期的に惹起され る恐慌期の鋭い低落を通 じて,長 期的に低下 して
いる。そ して周期的恐慌が激化すればす る程,利 潤率は長期的にも低下す る傾
向が強 くなる。有力な景気学者(た とえぽBurnsやMitchell)は,景気の振
巾はひ らいていないとい う意味で,恐 慌激化の歴史的必然性 を否 定 して い る
が,景 気の鍋底(trough)の深 さ,不 況の平均的な深さ,不 況 の 巾(持 続 期
間)を 加味 した総合指数によると,今 世紀に入ってか ら恐慌は激化 していると
みてよい。(原 文P.122)Gillmanはこの原因として,有 効需要の性格が変化
した こと,労 働者の増加が とまったこと,お よび不生産的支出が増加 したこと
以上の三点をあげている。彼は有効需要の減退については,前 述のように有機
構成上昇率の停滞によって,剰 余価値の生産資本への転化が困難になったため
であるとして,ポ ス トケイソジアソの長期沈滞理論を拒 りぞけている。 「資本
主義の恐慌は,こ の体制が沈滞す るにいた ったため」ではな く,資 本主義が健
康を維持するために,生 産的にな り過ぎたためであ る。…… 資 本主 義 の恐 慌
は,剰 余価値が生産資本の累進的蓄積によって究極的に実現され るには,過 大
に生産されているために惹起され るだろ う。」(原文P.126)産業予備軍は景気
恢 復 の前 提条 件 であるが,ア メリカでは前資本主義的領域の消滅に ょって,
このプールは枯渇 している。完全雇用は周期的恐慌を成熟 させ る条件 に もな
る。以上二つの問題に関す るGillmanの説明は簡単に失 して 理 解 に苦 しむ
が,不 生産的支出が恐慌を緩和しない し,利潤率の低下傾 向を阻止 し得ないと
い う主張には力点が こめ られている。
U経 費は,大 恐慌前は販売費や広告費および経営管理費 といった 古 典 的 な
形態を とっていたが,そ の後消費者信用の便宜によって益 々増加す るにいたっ
た。表面的にみ ると消費者信用は一種の資本蓄積であ り,これによって剰余価
値が実現され るか ら,U経 費 とは異なるようにみえるが,「本質的には古典的
な型のU経 費を促進す る手段に過 ぎない。それは後者の代替物であ る。」(原
文P.130)売手は消費者信用によって販売活動費を省け るが,その信用は将来の
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消費者所 得を抵当に とった よ うな もので,一 種 の擬 制 資 本 の 蓄 積(spurious
formofcapitalaccumulation)にほか な らな い。証券信用 の膨脹 も,そ れ に
よって実現 され た キ ヤピタル ・ゲインは奢修的消費 を刺戟す る傾 向 が あ るか
ら,そ の効果 は消費者信 用 と同様 であ る。 しか し大恐慌後 は公債発行 を もって
す る政府 の不生産的支 出が,過 大に生産 され た剰余価値 の主 た る捌 口とな って
い る。剰余価値 の公債投資 の効果は二 重であ って,1つ は消費 者信用や 証券信
用 と同様 に,政 府 に消費資金 を附与 し,1つ は経常産 出高を増加 させ る。け だ
し財政 需要 は益 々増加す る傾 向があ る し,公 債に投 資 された余剰価値は,自 動
的には資本市場 に還流 しないか らであ る。公債発行 を もってす る政府支 出の効
果 は,恐 慌対策 としての ニユ ーデ イールの場 合 も,冷 戦状態 におけ る軍備 拡充
の場 合 も同様であ る。 「それ は一種 の剰余価値 の実現であ るが,販 売 によって
生産物 を貨幣資本に転化 させ るので もなければ,貨 幣資本 を生産的資産に転化
させ るこ とで もない。 だか らそれ は全 く幻想的 な形態 の 投 資であ る。」(原 文
P.132)かくてGillmanは不 生産的投 資の周期 的恐慌 にお よぼ す 意 義 に つ い
て,次 の よ うに述べて い る。 「不生産的支 出は,セ ール スマンや 政府職員,軍
人,失 業者等 の 『第三 』 消費者の購 買力が,消 費財の処分お よび剰余価値 の貨
幣資本 と しての実現 を容易な らしめ る限 りは,生 産 を維持す るに役立つ。だが
それ はほかで生産 され た剰余価値か ら引出され る限 りは,純 利 潤率 を低下 させ
る傾 向が あ る。 この面におけ る不 生産的支出の上昇 は,剰 余価値 の実現を促進
す る とい うそ の役割 が,不 況の激化 を引 きのば し緩和す る傾 向があ るの とまさ
に同様 に,不 況を深め,拡 げ る傾 向があ る。」(原文P.131)では 第 二 次 大 戦
は,そ の後 の周期 的恐慌 お よび利 潤率 の運動 に どの よ うな影 響 を与 えてい るだ
ろ うか 。合衆 国は この戦争 に ょって与 え られた三 つのスプ リン グにょって,ブ
ームに導 かれ た。す なわ ち資本輸 出 と労働力の増 加(復 員や共稼 ぎ)お よびオ
ー トメ ーシ ・ンであ る。前二 者は別問題 と してオ ー トメシ 。ンの効果に関 し,
彼 の観察 を附記 してお こ う。 オー トメーシ ョソは最 も ドラス テ ィックな労働 節
約的 な装 置であ るが,そ れ に劣 らず資本を節約す る効果 を も ってい る。 第II表
をみ ると,戦後数 ケ年 の有機構成は戦前の水準 に及 んでいない こ とが分 る。しか
しこれ は まだオ ー トメーシ 。ンの装 置が建設 され たばか りで,完 全に労働節約
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な効果を発揮 していないか らである。近い将来に,新 技術革命の懐妊期間がお
われば,『押ボタン。が ものをい うようになるだろ う。(産出効果)また遠い将来
には,計測操業の歴史がそ うであったように,僅かな改良投資が多数の労働力を
吸収す るようになるか も知れない。何れにせ よ伝統的な熟練労働者は,近 代的
技術者にとって代えられ,賃銀 と俸給の隔差が拡大することが考えられ る。その
場合には有機構成 と剰余価値率に関する従来のマルキス トの公式は根本的な変
化を蒙ることになるだろ うとGlimanは予測 している。 「Vを 『生産的労働者
の賃銀』と規定す ることは,もはや無意味になるだろ う。賃銀が厳密にVを表示
するとすればド 号 碍 もおそ らく撒 上は上昇するだろう・今後マルキス
トの方式 を適 用 して利潤率低下 の法則 を検討 しょ うとす る者は,ま さにわれわ
れ が,急 激に増大 してい るU経 費 を附加 して 『Cを ふ くらませ よ う』 と した
よ うに,『 生産労働者の俸給 』をふ くめて,『Vを ふ くらませ る」方法 を工夫
しなけれ ばな らな くな るだ ろ う。」
コ メ ン ト
Gillmanによる と,ア メ リカで は資本蓄積の増大(資 本主義 の発展)は,必
し秀有機構成の上昇をともなっていない・、技術革新 と経営者革命は生産的な労
働を節約するとともに,物 財資本を も節約するよ うな型の投資を可能ならしめ
なが ら労働の生産力を飛躍的に発展 させ,し たが って彪大な剰余価値を生産 し
ているとい う。この現状分析(計 測方法)に は若干の疑問があるが,そ れは別
問題 として,次 の点は理論的に再検討の要があると考える。
1.上 述のような投資は利潤率を引上げ る可能性(少 くとも低下傾向を相殺
す る効果)が あるが,彼 はそれにも拘 らず利潤を低下させ る要因を剰余価値実
現の困難に限定しているようであ る。(P.61.109.126.)これは彼が過 少 消費
説のペースに捲 きこまれていることを示す。(p.83)周知 の よ うに市 場(実
現)の 問題は,生 産物の余剰価値部分のみならず,不 変資本,可 変資本を包括
した商品価値の全構成要素に關連する。販売費,広 告費等所謂流通費は,単 に
剰余価値を実現す るに必要な経費 としてばか りではな く,投下資本を回収する
に必要な経費 としても,競 争的に檜加せ ざるを得ない。
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2.彼 も認め るように,商業資本の運動は(そ れが独立 しよ うと,産業資本 と
癒着 して機能 しようと),価値を附加 しないし,況や剰余価値 も生産 しない。産業
資本が確立 された以降の段階では,商 業上の諸経費は剰余価値の控除をなす も
のとして資本に とっては明らかに不生産支出である。またこのような流通費の
剰余価値に対す る比重が,独占段階では益 々増加 していることも立証され よう。
だが流通費の増加が直楼に利潤率の低下 を表示す るものとみた り(P.82),濁立
に利潤率を引下げる要因になるとみなす ことは(P.85),誤りだろ う。(流通主義
的偏向)マ ルクスが傾向的に低下す ると規定 した利潤率は,社 会的平均利潤率
であって,それはい うまで もな く社会の総剰余価値/総 資本であ る。この総剰余
価値はヴイジブルな利潤 としては,地 代,利 子,企 業家利得(商 人利潤,産 業
家純収益)等 に結実す る。彼が独占段階におけ る利潤率を表示す るに相応 しい
fo.!.rrnUlaとして打出したS-U/Cは,粗 雑な内容の資本ス トックに対す る企業
家家利得(純 収益)の 割合であ
って,利 潤率 とは縁遠い。産業家 としての企業
利得の増減は,疑 いもな く産業資本の経営規模を左右す る投資決定要因として
重要な ものであ るが,こ の点は資本主義が独占段階に移行 しようとしまいと同
断だろ う。われわれは彼のような方式で算出したUは,ど のように変動 しよ
うとも,利 潤率を規制す る要因ではな く,逆 に厳密な意味の利潤率によって規
制 され る從島墾数であ ると考え る。端的にいえば,統 計上 このU経 費が 増加
してい るとすれば,そ れは産業資本の生産 し,実 現 し得 る余剰価値が増加 して
いる(何 れも濁占の堅力によって強化 され る)た めである。 またU経 費の増
大が純収益(S--U)の減少を招いているとすれば,そ れは工 業 会社 の金融費
本に対ナる從麗(後 者による吸上げ)を 意味す るものだろ う。もっとも,流 通
費の増加が利潤率の変動に無関係だ とい うわけではない。流通費の増加は,そ
の他の不生産的な支出,た とえば行政費や軍事費 と同様に,生 産的投資(蓄 積
)を制約す ることによって,間 接に利潤率の重大な引下要因となるだろ う。
3.彼 は実現問題の対策(不 況対策)は,独 占以前では 価格 引下 げ(price
cutting)に重点がおかれ,独 占以後では価格維持 と流通費の増額に重点がおか
れてい るが,何 れ も利潤率の低落 を招 くといっている。(p.109)だが 彼は残
念なが らこの点を立入 って論究 していない。(pp.67～74の説 明では不充分)
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われわれは利潤率低下法則の現代的意義を明 らかにす る鍵は,こ の相違 を具体
的に追究する調査に懸 っているものと考える。独占資本主義およびそのより高
次な発展段階 としての国家独占資本主義の時代には,彼が指摘 しているように,
形式的には資本の所有 と経営は最大限に分離され る。(p.82)そして経 営 老 の
『適正利潤』は脅か されている。(p.85)だがこれは彼が規 定 しているような
意味の抽象的なレヴエルにおけ る剰余価値の生産 と実現の矛盾を克服す るため
の努力としての商業活動を強化す る必要か らとい うよりは,す ぐれて金融資本
(それは所有 と経営を実質的に統一す る)に よって体系的に駆使 され,強 化さ
れ ている猫占という装置の璽力によるものであ ると考える。彼が不生産支出の
近代的手段 とみなしている擬制資本(p.130)も,金融資本に よって意図的 に
拡張され る限 り,最大限利潤の追求に役立つ。ヲールス トリー トのマネイ トラ
ス トと工業会社の 『隣の尾』は,彼 が述べているようにはたち切 られてはいな
いのではないか。(こ の点はPerlo=TheEmpireofHighFinanieで鋭 く実
証されている。)不生産的支出の利潤率効果の二律脊反的現象(p.131)を合理
的に説明す るためには,金 融資本の機能を全経済的に掘 り下げてみ る必要があ
ると思 う。本書は全体 として,こ の点の分析が ネグレク トされ ているといわな
ければな らない。(1958年11月)
